
１．アメリカ

消費：消費は増加
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（兆ドル） （％）

貯蓄率（右目盛）
12月：5.3％

実質個人消費支出
12月：前月比0.4％増

（備考）アメリカ商務省より作成。
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平均年間販売台数
（99～08年)1,644万台

（年率、万台）

1月：
1,258万台

自動車国内生産台数
１月：781万台

（月）
（年）

戻し減税の
影響

○アメリカでは、失業率が高水準であるものの、景気は回復している。
○先行きについては、回復が続くと見込まれる。
ただし、信用収縮や高い失業率が継続すること等により、景気が下振れ
するリスクがある。

自動車販売台数

７/1～8/25

自動車買換え
支援策の実施

（備考）1. アメリカ商務省、連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。
2. 09年７月１日より、燃費の悪い中古車を下取りにして、低燃費の新車に買い換える者に対し
て購入額の割引（3,500ドル（約34万円）又は4,500ドル（約43万円））を行う措置を実施。
当初予算額は10億ドルとされていたが、09年８月６日に20億ドル増額し、30億ドルとした。

3．当措置は申込みの殺到により、09年８月25日で申請受付を終了した。実績は約68万台。
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政府支出
寄与

民間設備
投資寄与

在庫寄与

純輸出
寄与

ＧＤＰ（第一次推計値）：
2010年10～12月期は前期比年率3.2％成長

住宅投資
寄与

個人消費
寄与

実質ＧＤＰ成長率

最終需要の伸び

10年Ⅰ：1.1％
Ⅱ：0.9％
Ⅲ：0.9％
Ⅳ：7.1％

（備考）アメリカ商務省より作成。

最終需要
の伸び
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自動車販売台数は増加

（年）

（万台）

1,609

1,320

1,040

前年比 11.0％増

年間販売台数

1,155

（月）
（年）
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ケース・シラー指数
（主要20都市、季節調整値）
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回転信用残高

非回転信用残高

消費者信用残高
12月：＋61億ドル

（前月比年率＋3.0％）
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住宅：住宅着工は弱い動き

消費者信用残高は持ち直し

（備考）連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。

0

20

40

60

80

100

120

140

160

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1

06 07 08 09 10 11

現在指数
１月：31.0（前月比＋6.1）

総合指数
１月：60.6

（前月比＋7.3）

将来指数
１月：80.3

（前月比＋8.0）

（備考）1．コンファレンス・ボードより作成。
2．「将来指数」は６か月後の見通し。

消費者信頼感指数は持ち直し

（備考）アメリカ商務省、全米不動産業者協会（ＮＡＲ）より作成。

（月）
（年）

（月）
（年）

住宅価格指数は下落

（備考）スタンダード・アンド・プアーズより作成。

ケース・シラー指数
（主要20都市、原数値）

（百万件）（千件）

（月）
（年）

（1985年＝100）

（月）
（年）

１月：59.6万件
（前月比14.6％増）

中古住宅販売件数
（年率換算、右目盛）

新築住宅販売件数
（年率換算）

住宅着工件数
（年率換算）

11月
前月比： ▲0.5％
前年同月比：▲1.6％

※2006年７月のピークから
30.3％下落。

12月：32.9万件
（前月比17.5％増）

12月：528万件
（前月比12.3％増）

（億ドル）
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（月）
（年）

鉱工業生産指数
（製造業)

（備考）連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。（備考）アメリカ商務省より作成。
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(前期比年率、％)

ＩＴ投資寄与

（月）
（期）
（年）

ＩＴ以外の投資寄与

コア資本財受注
（前月比）

民間設備投資
10年Ⅳ：4.4％増

構築物投資寄与
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非製造業景況指数
総合

１月：59.4

製造業・非製造業景況指数は上昇

（備考）全米供給管理協会（ＩＳＭ）より作成。

（Ｄ．Ｉ．）

（％）

（月）
（年）

設備投資：設備投資は増加しているものの、一部に弱い動き 生産：生産は増加
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在庫循環図（製造業）

（備考）アメリカ商務省より作成。

10年12月

出荷前年同月比
（％）

在庫前年同月比
（％）

08年７月

08年12月

（指数、2007＝100）

製造業景況指数
新規受注
１月：67.8

製造業景況指数
総合

１月：60.8

設備稼働率
（製造業、右目盛）
１月： 73.7％

鉱工業生産指数（総合)
前月比 12月： 1.2％

１月：▲0.1％
(製造業）
前月比 12月： 0.9％

１月： 0.3％

鉱工業生産指数
（総合)
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（年）

（備考）アメリカ労働省より作成。雇用者数は非農業部門。

１月：9.0％

雇用：雇用者数は緩やかに増加しているが、失業率は高い水準

物価：コア物価上昇率は低下

（備考）1．アメリカ労働省、商務省より作成。
2．コア指数は、総合指数からエネルギーと食料を除いた指数である。

１月：＋3.6万人

雇用者数
（前月差、折れ線）

ＰＣＥコア（右目盛）
＋0.7％(10年12月)

失業率
（右目盛）

ＣＰＩコア（右目盛）
＋0.8％(10年12月)

ＣＰＩ総合
＋1.5％(10年12月)

（％）（前月差、万人）

（月）
（年）

（前年同月比、％）

貿易：財輸出は増加
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財・サービス貿易収支

財貿易収支

財輸入(右目盛)

財輸出(右目盛)
12月：1,166億ドル
（前月比2.5％増）

(備考）アメリカ商務省より作成。

民間部門雇用者数
（前月差）

政府部門雇用者数
（前月差）

（前年同月比、％）

（億ドル） （億ドル）

08～09年の雇用者数増減：▲866.3万人
10年の雇用者数増減 ：＋ 90.9万人

主要国際機関等による見通し

（前年比、％）

（前期比年率、％）

（備考）ブルーチップ・インディケータ（11年2月10日号）、IMF “World Economic Outlook”

（11年1月25日）、OECD“Economic Outlook 88”（10年11月18日）、アメリカ行

政管理予算局（11年2月14日）、アメリカ議会予算局（11年1月26日）より作成。

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

ブルーチップ（民間見通し平均） 3.5 3.4 3.5 3.5 3.1 3.2 3.2 3.3

ＯＥＣＤ（10年11月18日） 2.1 2.5 2.8 2.9 3.2 3.3 3.5 3.7

12年2011年

  11年 12年

上位10社 3.6 3.9

平均 3.2 3.3

下位10社 2.8 2.6

3.0 2.7

2.2 3.1

2.7 3.6

2.7 3.1

ブルーチップ
（民間見通し平均）
（11年2月10日）

ＩＭＦ（11年1月25日）

議会予算局（ＣＢＯ）（11年1月26日）

行政管理予算局(ＯＭＢ)(11年2月14日)

ＯＥＣＤ（10年11月18日）
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（２）企業向け
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かなり
厳格化

ある程度
厳格化

変化
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ある程度
緩和

（月）
（年）

かなり
厳格化

ある程度
厳格化

変化
なし

ある程度
緩和

（１）クレジットカード

オバマ大統領は、２月14日、2012会計年度（11年10月～12年９月）の予算教
書を議会に提出した。概要は以下の通り。

１．財政収支見通し
2011年度の財政赤字は、1兆6,450億ドル（ＧＤＰ比10.9％）と過去最大になる
見通し。09年度の財政赤字（1兆4,157億ドル、同10.0％）を大幅に上回る。ま
た、12年度の財政赤字は、1兆1,010億ドル（同7.0％）になる見通し。

２．財政再建に向けた取組
(1)財政再建目標
前政権から引き継いだ財政赤字（1.3兆ドル、ＧＤＰ比9.2％）を任期中に
半減する目標を堅持。

(2)主な取組
－国防費を除く裁量的支出の伸びを５年間凍結（10年間で4,000億ドル減）
－国防費の伸びを５年間実質ゼロ成長（５年間で780億ドル削減）
－高所得層の所得税の項目別控除の一律30％削減

(3)長期的取組
－ＧＳＥ改革：住宅金融市場に対する政府関与の縮小
－法人税改革の推進
－2012年末以降の富裕層向け減税措置の終了 等

３．競争力強化に向けた取組
(1)競争力ある労働力の育成
－理科系分野の教員増員（10年間で10万人）
－中等教育終了後の教育機会の提供、学位取得支援、奨学金増額の継続

(2)技術革新への投資
－クリーン・エネルギー、ナノテクノロジー、サイバーセキュリティ、
バイオメディカル等への投資拡大

－電気自動車の普及（2015年までに100万台）
－投資・雇用税制を優遇する経済成長特区の新設

(3)インフラ整備
－高速鉄道網整備等の陸上交通整備（６年間で5,560億ドル）
－次世代高速無線通信網の整備
－次世代航空システム、電力供給システムへの投資 等

(4)その他
－国家輸出戦略の継続（輸出倍増計画を14年までに達成）

金融政策

金融機関の貸出態度

予算教書の公表（2/14）

（備考）連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。
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１月25～26日
ＦＯＭＣ
0～0.25％

（％）

（月）
（年）

●非伝統的金融政策
＜08年10月～10年３月＞
ＣＰ、ＭＢＳ、米国債等を買取り
＜10年８月～＞
ＭＢＳ等の元本償還分を中長期米国債に再投資
＜10年11月～11年６月＞
6,000億ドルの中長期米国債を買取り

●11年１月25～26日のＦＯＭＣ声明文（抜粋）
・基調的なインフレを示す指標は、傾向として低下して
いる。
・経済の回復を支えるためや、インフレ率を時とともに
確実にＦＲＢに与えられた使命と一致する水準にする
ことを支えるため、必要な政策手段を行使する。

（備考）1．連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。
2．金融機関に対し、過去３か月間で（１）家計のクレジットカード、（２）年商
5,000万ドル以上の企業を対象とした企業向けローンまたはクレジットラインの申
請に対する貸出態度をどのように変化させたか、それぞれアンケート調査を行っ
たもの。

3．回答には、「かなり緩和」という選択肢も設けられているが、08年１月以降の調

査で、これを選択した金融機関はみられなかった。
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